
鳥取県障害者就労訓練設備等整備事業補助金交付要綱（改正後の全文）

（趣旨）

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和32年鳥取県規則第22号。以下

「規則」という。）第４条の規定に基づき、鳥取県障害者就労訓練設備等整備事業

補助金（以下「本補助金」という。）の交付について、規則に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。

（交付の目的）

第２条 本補助金は、小規模作業所等が障害者自立支援法（平成17年法律第123号。

以下「法」という。）に基づく就労移行支援、就労継続支援、生活介護又は自立訓

練の障害福祉サービス事業（以下「新事業」という。）に移行する際に必要となる

設備（備品）の整備に要する経費を補助することにより、新事業への円滑な移行を

図ること及び法に基づく共同生活援助及び共同生活介護（以下「グループホーム

等」という。）を行うため、賃貸物件（特定非営利活動法人にあっては、賃貸物件

又は自己所有物件）の建物を改修する場合の費用の一部を補助することにより、グ

ループホーム等の整備を促進することを目的として交付する。

（補助金の交付）

第３条 県は、前条の目的を達成するため、別表のア欄に掲げる者が負担する同表の

ウ欄に掲げる経費について、予算の範囲内で本補助金を交付する。

２ 本補助金の額は、別表のイ欄に定める基準額と同表のウ欄に定める補助対象経費

の実支出額から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に同

表のエ欄に定める率を乗じて得た額とする。ただし、算出された額に千円未満の端

数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。

（交付申請の時期等）

第４条 本補助金の交付の申請は、知事が別に定める日までに行わなければならな

い。

２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号に掲げる書類は、設備整備事業にあ

っては様式第１号、グループホーム等整備事業にあっては様式第２号によるものと

する。

３ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第２号に掲げる書類は、様式第３号による

ものとする。

（交付決定の時期等）

第５条 本補助金の交付決定は、交付申請を受けた日から起算して、知事がその財源

に充当する国の補助金の交付を申請してから当該交付の決定を受けるまでの日数

に、原則として30日を加えた日数が経過する日までの間に行うものとする。

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第４号によるものとする。



（着手届を要しない場合）

第６条 規則第11条第３号の知事が別に定める場合は、同条第１号又は第２号に規定

する補助事業以外のすべての補助事業に係る場合とする。

（承認を要しない変更）

第７条 規則第12条第１項の知事が別に定めるものは、事業の内容の変更（知事が別

に認める軽微な変更を除く。）、補助対象経費の２割を超える減額及び本補助金の

増額以外の変更とする。

２ 第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。

（実績報告の時期等）

第８条 規則第17条第１項の規定による報告は、同項第１号又は第２号の場合にあっ

ては、補助事業の完了又は中止若しくは廃止の日から起算して30日を経過する日と

交付決定を受けた年度の翌年度の４月30日のいずれか早い日とする。

２ 規則第17条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号に掲げる書類は、設備

整備事業にあっては様式第１号、グループホーム等改修事業にあっては様式第２号

によるものとする。

３ 規則第17条第１項の報告書に添付すべき同条第２号に掲げる書類は、様式第３号

によるものとする。

（処分を制限する財産等）

第９条 規則第25条第２項ただし書の期間は、「補助事業等により取得し、又は効用

の増加した財産の処分制限期間」（平成13年７月12日付厚生労働省告示第239号）

に定める期間とする。

２ 規則第25条第２項第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。

(１) 取得価格又は効用の増加価格が50万円以上の機械及び器具

(２) その他交付の目的を達成するために処分を制限する必要があるものとして知

事が別に定めるもの

（雑則）

第10条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項

は、福祉保健部長が別に定める。

別表（第３条関係）

ア イ ウ エ

本補助金の交付を受ける 基準額 補助対象経費 補助率

ことができる者

１ 設備整備等事業

(１) 平成20年９月 500万円 新事業に移行するために必 10分の10



末時点で身体障害 要な、一品目50万円以上の

者更生援護施設、 設備（備品）（テレビ、事

知的障害者援護施 務机、ソファ、職員の業務

設、障害児の児童 効率化のためのパソコンな

福祉施設又は精神 ど、障害児者の支援に直接

障害者社会復帰施 的に関係しない初度設備

設を設置・運営す 費、ユニフォーム等の被服

る者であって、平 費、消耗品費を除く。）の

成22年３月31日ま 購入に要する経費及びそれ

での間に新事業を らの設置に伴う据え付け工

開始するもの 事費用

(２) 平成20年９月 200万円 新事業に移行するために必 10分の10

末時点で小規模作 要な、一品目50万円以上の

業所又は地域活動 設備（備品）（テレビ、事

支援センターを設 務机、ソファ、職員の業務

置・運営する者で 効率化のためのパソコンな

あって、平成22年 ど、障害児者の支援に直接

３月31日までの間 的に関係しない初度設備

に新事業を開始す 費、ユニフォーム等の被服

るもの 費、消耗品費を除く。）の

購入に要する経費及びそれ

らの設置に伴う据え付け工

事費用

２ グループホーム等改修事業

グループホーム等を 600万円 グループホーム等を行う場合 ４分の３

行う社会福祉法人等で に必要なバリアフリー化等の

あって、当該事業を運 基盤整備を図るために必要

営するための建物（住 な、事業費が30万円以上の工

宅地又は住宅地と同程 事費、工事請負費及び工事事

度に利用者の家族や地 務費（工事施工のため、直接

域住民との交流が確保 必要な事務に要する費用であ

される地域にあり、原 って、旅費、消耗品費、通信

則として入所施設又は 運搬費、印刷製本費及び設計

病院の敷地外にあるも 監督料等をいい、その額は、

のに限る。）を賃貸借 工事費又は工事請負費の２．

（特定非営利活動法人 ６パーセントに相当する額を

にあっては、賃貸借又 限度とする。）

は自己所有）により使

用しているもの



様式第１号（第４条、第８条関係）

平成 年度鳥取県障害者就労訓練設備等整備事業（設備整備事業）計画（報告）書

申請者名

寄附金 選 定 額 県 補 助 県補助交付 県補助金 差 引

区 分 対象経費の その他の 差 引 額 基 準 額 ＣとＤのいずれか 所 要 額 決 定 額 受入済額 過不足額

実支出額 収入額 少ない方の額 (Ｅ×補助率)

Ａ Ｂ Ｃ=Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ=Ｆ－Ｈ

円 円 円 円 円 円 円 円 円

障害者就労訓練設備等整備事業

添付資料：別紙事業計画（報告）個別表



（別紙）

設 備 整 備 等 事 業 計 画 （ 報 告 ） 個 別 表

施 設 の 名 称 設置主体及び経営主体

対

象 施設の所在地

施

設 新事業移行前の施設の種類

の

概 新事業移行後の事業種別

要

新事業への移行（予定）日

対象経費支出予定（実支出）額 補助所要額

設

備

等

の 千円 千円

内

容

事

業

の

目

的

及

び

効

果（

成

果）

備品台帳の整理について確認 可 ・ 不可
備

考

（交付申請時の添付書類等）

・補助対象設備のパンフレット等（該当部分のみ。コピー可）及び見積書の写しを添付すること。

・市町村障害福祉計画との整合性等、当該事業を行う施設所在地の市町村長の意見書を添付する

こと。

・１品目５０万円以下の品目について、備品台帳上、一式５０万円以上の備品として整理が可能

かどうか確認し、備考欄に「可・不可」のいずれかを記載すること。

（実績報告時の添付書類）

・契約書の写し

・検収調書（又はそれに代わるもの）の写し

・整備後の写真の写し



様式第２号（第４条、第８条関係）

（施設ごとに作成のこと）

平成 年度鳥取県障害者就労訓練設備等整備事業（グループホーム等改修事業）

事業計画（報告）書

１ 施設の概要

（１）施設の名称及び所在地

名 称：

所在地：

（２）事業種別

ア グループホーム

イ ケアホーム

ウ グループホーム・ケアホーム一体型

（３）整備事業実施の必要性及び事業効果

（４）設置主体及び経営主体

（５）定員（知的・精神）

現在定員 増加定員 合 計 （現員）

人 人 人 人

※「増加定員」欄は当該事業を活用後、定員増加を予定している場合に記載。

２ 整備費に係る事業計画（報告）

別紙１により作成添付のこと



別紙１

平成 年度鳥取県障害者就労訓練設備等整備事業（グループホーム等改修事業）

整備費事業計画（報告）書

（１）施設の規模及び構造

改修事業

① 建物の所有関係（賃貸借 ・ 自己所有（ＮＰＯ法人の場合のみ））

② 建物の所在地及び現在の利用状況

所 在 地：

利用状況：

③ 建物の面積 延面積 ㎡ （うち事業利用面積 ㎡）

④ 建物の構造 造

⑤ 賃貸期間 ※賃借権の設定登記又は１０年以上の賃貸借契約により

安定的に事業を継続することが望ましい。

（注）改修箇所が分かる図面（平面図、立面図等）を添付すること。

（２）整備費内訳

ア 改修工事費 円

※工事内容（改修事業）を具体的に記載すること。

※書ききれない場合は別紙で添付することも可。

イ 工事事務費（設計監督料を含む） 円

ウ 合 計 円

（注）工事費費目別内訳書を添付すること。

（３）財源内訳

ア 県 補 助 金 （今回申請分） 円（詳細別紙２又は３）

イ ○ ○ 補助 金 円

ウ 設置者負担金 円

（内訳）自己資金 円

寄附金 円

その他（ ） 円

エ 合 計 円

（４）施工計画（予定）

ア 直営・請負の別 直営 ・ 請負

イ 契 約 年 月 日 平成 年 月 日

ウ 着 工 年 月 日 平成 年 月 日

エ 完成予定年月日 平成 年 月 日



（５）その他参考事項

※地元からの反対意見の有無：（ 有 ・ 無 ）

※ 必要に応じて、行数等は増やしてください。

※ 不要な文字は削除してくだい。



別紙２

鳥取県障害者就労訓練設備等整備事業（グループホーム等改修事業）申請額内訳書

【事業所（施設）の名称】 【運営主体の名称】

事 業 種 別

運営主体にお

ける総事業費

A 円

対象経費の

実支出(予定)額

B (≦A) 円

（上限は600万円）

寄付金その

他の収入額

C 円

差 引 額

D(=A-C)円

県補助基本額

E 円

県補助金所要額

F（E×３／４）円

（千円未満は切り捨て。）

改 修 工 事

工 事 費

工事事務費

合 計

注（１）算出にあたっては、工事費と工事事務費に分けて記載すること。

（２）E 欄には、Ｂ欄又はＤ欄のうち最も少ない額である欄の金額を記入すること。



別紙３

鳥取県障害者就労訓練設備等整備事業（グループホーム等改修事業事業）精算額内訳書

【事業所（施設）の名称】 【運営主体の名称】

事 業 種 別
運営主体におけ

る総事業費
A 円

対象経費の
実支出額

B (≦A) 円
（上限は600万円）

寄付金その
他の収入額
C 円

差 引 額

D(=A-C)円

県 補 助
基 本 額

E 円

県補助金
所要額

F（E×3/4）円
（千円未満は切り

捨て。）

県 補 助 金
交付決定額
G 円

県補助金
受入済額

H 円

差 引 過
△不足額
I(=G-F)円

改 修 事 業

工 事 費

工事事務費

合 計

注 （１）工事請負契約等を締結する単位で作成すること。
（２）算出にあたっては、工事費と工事事務費に分けて記載すること。

（３）E 欄には、Ｂ欄又は D 欄の合計のうち最も少ない額の金額を記入すること。



様式第３号（第４条、第８条関係）

平成 年度鳥取県障害者就労訓練設備等整備事業（設備整備等事業・グループホー

ム等改修事業）収支予算（決算）書

収入の部 （単位：円）

区 分 本年度予算額 前年度予算額 増 減 摘 要

（本年度決算額） （本年度予算額）

県補助金

支出の部 （単位：円）

区 分 本年度予算額 前年度予算額 増 減 摘 要

（本年度決算額） （本年度予算額）

※必要に応じて区分内容等は修正してください。



様式第４号（第５条関係）

番 号

年 月 日

様

職氏名 印

年度鳥取県障害者就労訓練設備等整備事業（設備整備事業・グループホーム等

改修事業）補助金交付決定通知書

年 月 日 第 号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあ

った 年度鳥取県障害者就労訓練設備等整備事業（設備整備事業・グループホーム等改

修事業）補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和 32

年鳥取県規則第 22 号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとお

り交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。

記

１ 補助事業

本補助金の補助事業の内容は、申請書に記載されているとおりとする。

２ 交付決定額等

本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内

容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。

（１）算定基準額 金 円

（２）交付決定額 金 円

３ 経費の配分

本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、申

請書に記載されているとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合におい

ては別に通知するところによる。

４ 交付額の確定

本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県障害者就労訓練設備

等整備事業補助金交付要綱（平成 年 月 日付第 号鳥取県福祉保健部長通

知。以下「要綱」という。）第３条第２項の規定を適用して算定した額と、前記２の（２）

の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。

５ 補助規程の遵守

本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わな

ければならない。


